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` Delivery place : Matsumoto Maintenance

and Customer Service Center, Hachioji Re-

gional Office Branch, Central Nippon Ex-

pressway Company Limited, 1347, Shi-

madate, Matsumoto-City, Nagano, Japan

and other 6 places

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年８月６日
支出負担行為担当官
法務省大臣官房施設課長 大塲亮太郎

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13

〇第 13号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 美祢社会復帰促進センター収容棟
等新営（建築）工事（電子入札案件）

^ 工事場所 山口県美祢市豊田前町麻生下10

_ 敷地面積 280¶622fl（全体敷地面積）
` 工事内容
ア 棟名 収容棟Ａ 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造３階 建築面積
1¶163fl 延べ面積 2¶609fl

イ 棟名 収容棟Ｂ 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造３階 建築面積
1¶163fl 延べ面積 3¶038fl

ウ 棟名 処遇管理分室棟 建物用途 庁舎
構造・階数 ＲＣ造１階 建築面積

788fl 延べ面積 722fl

エ 棟名 職業訓練棟 建物用途 職業訓練
棟 構造・階数 Ｓ造２階 建築面積
1¶402fl 延べ面積 2¶431fl

オ 棟名 エネルギー棟 建物用途 エネル
ギー棟 構造・階数 ＲＣ造１階 建築面
積 271fl 延べ面積 268fl

カ 棟名 農業倉庫棟 建物用途 倉庫 構
造・階数 Ｓ造１階 建築面積 327fl

延べ面積 327fl

キ 棟名 面会棟 建物用途 面会棟 構
造・階数 Ｓ造１階 建築面積 16fl 延
べ面積 ２fl
ク 棟名 渡り廊下\ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 94fl

延べ面積 24fl

ケ 棟名 渡り廊下] 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積

606fl 延べ面積 466fl

コ 棟名 渡り廊下^ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造２階 建築面積

175fl 延べ面積 86fl

サ 棟名 渡り廊下_ 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 52fl

延べ面積 ７fl
シ 棟名 渡り廊下` 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 50fl

延べ面積 ５fl

ス 棟名 渡り廊下a 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 55fl

延べ面積 21fl

セ 棟名 渡り廊下b 建物用途 渡り廊下
構造・階数 Ｓ造１階 建築面積 56fl

延べ面積 ４fl
ソ 棟名 静穏室棟 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 22fl

延べ面積 22fl

タ 棟名 保護室棟 建物用途 収容棟 構
造・階数 ＲＣ造１階 建築面積 42fl

延べ面積 42fl

チ 棟名 職員宿舎 建物用途 職員宿舎
構造・階数 ＲＣ造３階 建築面積
518fl 延べ面積 1¶297fl

ツ 工事種目 建築一式工事
テ その他 工作物（オイルタンク基礎、受
水槽基礎）、外構（フェンス 高さ4•5N、
長さ約990N、高さ2•5N、長さ約1¶100N）、
取壊し
ト 工事範囲 上記工事（入札説明書によ
る。）

a 工期 平成23年１月14日まで
b 使用する主要な資機材 コンクリート約
8¶900‚、鉄筋約900ｔ、鉄骨約700ｔ、ガラ
ス約1¶600fl

c 工事実施形態 本工事は、工事施工期間中
における「{安全施工対策、|品質管理体制」
に関する施工計画等の技術的提案（以下「技
術提案」という。）を受け付け、価格以外の要
素と価格を総合的に評価して落札者を決定す
る総合評価落札方式の工事である。

d 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

e 本工事は、資料提出及び入札を電子入札シ
ステムを利用した入札方式（以下「電子入札
方式」という。）により行う工事である。ただ
し、電子入札方式により難い者は、発注者に
対して従来の紙の入札書を提出する入札方式
（以下「紙入札方式」という。）の申請を行い、
承認を得た場合に限り紙入札方式により入札
に参加できる。

２ 競争参加資格
\ 予算決算及び会計令（以下「予決令」とい
う。）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、予決令第70条における特別の理由
がある場合に該当する。

] 本工事の業種区分において、法務省の平成
21・22年度における建設工事の一般競争参加
者の資格の認定を受けていること（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、法務省が別に定める
手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受
けていること。）。

^ 法務省の平成21・22年度における建設工事
の一般競争参加資格の認定の際に算出して得
た総合数値が、1¶200点以上であること。

_ 平成８年度以降に、建築一式工事の元請と
して完成引渡しが完了した次に掲げるア又は
イの基準をすべて満たす本工事と同種又は類
似の新営工事（以下「同種又は類似工事」と
いう。）のうち、地業工事から完成までの施工
実績を有すること（共同企業体の構成員とし
ての実績は、出資比率が20パーセント以上の
場合のものに限る。）。
なお、施工実績は、原則として、建物１棟
で判断する（ただし、法務省収容施設におい
て、一契約で複数棟を一括して施工した場合
には、その延べ面積、構造及び階数を施工実
績として認める。）ので留意すること。
また、複合的な用途を持つ建物については、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積がその過半を占めている
場合には建物全体を施工実績として認める。
他方、その過半を占めていない場合には、
当該用途に係る部分及びこれに付随する共用
部分に係る延べ面積のみを施工実績として認
める（「これに付随する共用部分」とは、当該
用途に直接的かつ専用で付随している部分を
指し、他の用途に供する部分とも共用となっ
ている部分は含まれない。）。
ア 同種工事
Ê 建物用途 庁舎（法務省収容施設を含
む。）

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures :

{ not come under Article 11 of the Cen-

tral Nippon Expressway Company Limit-

ed regulation concerning the contract

procedures

| Have been qualified through the ex-

amination of the documents submitted.

Submit following documents till time-

limit for tender.

・Copy of the commercial register

・Document that described company ca-

reer.

・The latest financial statements．
・Copy of certificate of tax payment

} have proven to have actually sold, ma-

nufactured or delivered Sodium Chloride

concerned

~ Have proven to own (or rent) the store-

house stocked over 400ton sodium chlo-

ride (located) within the radius of 100-

kirometers from Matsumoto Mainte-

nance and Customer Service Center, and

to be able to use or be going to use

b The application deadline for entry :

16 : 00 27 September 2010

c Contact point for the notice : Yukihiro

Kanamori, Manager of General Affairs

Section, Matsumoto Maintenance and Cus-

tomer Service Center, Hachioji Branch,

Central Nippon Expressway Company Lim-

ited, 1347, Simadate, Matsumoto-City, Na-

gano, Japan. TEL 0263`47`7515
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